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１． 被害の計量推計の前提 
 
 
(１)  検討の諸条件の概要 

 
・計量の概要： 

各ハザード発生時の「道路網機能不全」「資産毀損」による経済被害を SCGE モデルで推計する。 
→2015 年 DRM における「対策前後」双方のＧＤＰ等を推計し、その差分で推計。 

・計量評価尺度：全国と地域別ＧＤＰ 
・対象ハザード：地震による「道路網毀損状況」を入力データとする。 

なお、地震については「南海トラフ地震1）」と「首都直下地震2）」を対象とした。 
・SCGE モデルの前提：  

・ゾーン設定は、 207 生活圏（ただし、島嶼部地域を除く）。 
・被災時および強靭化の影響は、所要時間、資本量（被災時の毀損）、サプライチェーンの寸断によ

り反映。 
・複数の地域に分割されている多地域多産業で構成された経済を想定する。 
・各地域には複数の財市場が存在し、それぞれに代表的産業がある。 
・各地域には 1 つの代表的家計が存在する。 
・財生産企業は家計から提供される生産要素（労働・資本）、他の財生産企業の生産物を投入して生

産財を生産する。 
・家計は企業に対して生産要素（労働・資本）を提供し、対価として所得を受け取り、その所得をも

とに財消費を行う。 
・輸送費用は Ice-berg 型輸送費用を仮定する。 
・労働市場は地域で閉じているが、資本市場は全地域に開放（地域外からの資本注入（移動）を許容）。 

 
  

                                                       
1) 中央防災会議・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ：南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）,

平成 25 年 3 月 18 日.（http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/nankaitrough_info.html） 

2) 中央防災会議・首都直下地震対策検討ワーキンググループ：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）～本文～,

平成 25 年 12 月 19 日．（http://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg/） 
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(２)  SCGE（空間的応用一般均衡）モデルの概略 

 
① モデルの概略 

道路の経済効果は、事業効果（フロー効果）と施設効果（ストック効果）の大きく 2 つに分けることがで
きる。事業効果は、建設時点での公共投資により、⺠間の労働力や機械・設備への需要が創出され、他産業
へ波及することで地域経済に及ぼす効果であり、通常、産業連関分析により算出される。一方、施設効果は、
道路等の社会資本が整備された後に、所要時間が短縮され、それに伴い経済活動が効率化することで発生す
る効果であり、費用便益分析で算出される効果（便益）は、この施設効果に該当する。 

本検討では、ストック効果のうち間接効果を計測対象とする空間的応用一般均衡（Spatial Computable 
General Equilibrium：以降、SCGE）モデルを用いて、「道路網機能不全」「資産毀損」による経済被害を計
測する。SCGE モデルは、各地域への被害（効果）をより細かく捉えることが可能であり、地域間所要時間
の増加（減少）によって、地域の生産者（企業）や消費者（世帯）に波及し、各地域へどの程度の経済被害
（効果）を及ぼすかを統計的に把握できる経済シミュレーションモデルである。 

 

 
図 1 道路整備による地域への影響と SCGE モデルで捉える効果 

 
SCGE による被害の計測では、まずインプットデータとして所要時間データと、県⺠経済計算（GRP）等

の経済データを用いる。この所要時間データを施策シナリオとし、道路網機能不全による時間増加によって
企業の生産活動や個々人の消費活動が変化し、消費者の総所得が変化する。その所得の変化額が便益として
計上されるが、それら変化の過程を地域別に分析し、最終的にどのように被害が波及するのか、そして発生
した便益は「どこの？だれに？どの程度？」帰着するのかを計測（帰着便益）する。 
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図 2  SCGE モデルによる効果の計測フロー 

 
本検討での SCGE モデルでは、まず複数の空間に分割された社会経済を想定し、それぞれの空間にはア

クティビティベースの企業および代表的消費者が存在し、それぞれ費用最小化行動および効用最大化行動を
想定する。市場に関しては、財、資本は全地域に開放されており、労働市場は地域内で閉じているものと仮
定する。各市場においては、完全競争を仮定し、財の輸送に関しては、Ice-berg 型輸送技術を想定する。モ
デルの概略は下図に示す通りである。 

 

 
図 3  SCGE モデルの概略 

 
なお、本モデルでは、以下のサフィックスで変数を表すものとする。 

 
・地域を表すサフィックス ： { }　　　　　 IojiI ,,,,,,,,2,1 LLLL∈  
・産業を表すサフィックス ： { }　　　　　 MnmM ,,,,,,2,1 LLL∈  

資本市場資本市場

地域 i j地域
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② 企業の行動モデル 

地域 iに立地し、財 mを生産する企業は、自地域と他地域で生産された中間投入財、本源的生産要素（労
働・資本）により構成される生産要素を用いて、下図に示すような生産構造技術を用いて財を生産する。 

 

 
図 4  企業の生産関数の階層的構造 

 
 

各地域には、生産財ごとに 1 つの企業が存在することを想定し、地域 iにおいて財 mを生産する企業の生
産関数を Leontief 型で仮定すると以下のようになる。 
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ただし、 
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次に、企業の付加価値に関する最適化問題は、付加価値 1 単位当たりの要素費用最小化行動として以下の
ように定式化する。ここで付加価値関数は、労働と資本について規模に関して収穫一定を仮定したコブ・ダ
グラス型を仮定する。 
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ただし、 

i
w  ： 地域 iの労働賃金率 

r  ： 資本レント 

m

i
L  ： 地域 i財 mの労働投入量 

m

i
K  ： 地域 i財 mの資本投入量 

m

i
α  ： 地域 i財 mの生産要素（労働）の分配パラメータ 

m

i
A  ： 地域 i財 mの効率パラメータ（全要素生産性） 

 
式（2）の費用最小化問題をラグランジュ未定乗数法により解くと、生産要素需要関数（労働・資本）が

求まる。また、付加価値関数が超過利潤ゼロの条件から、平均費用として求めることができる。 
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ただし、 

m

i
cv  ： 地域 i財 mの1単位生産当たりの付加価値 
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③ 世帯の行動モデル 

各地域には代表的な世帯が存在し、自己の効用が最大になるように自地域と他地域からの財を消費すると
仮定し、下図のような効用関数構造を持つと仮定する。すなわち、世帯がどの地域からどれだけ財を消費す
るかを地域間交易モデル（Logit モデル）で表現する。 

 

 
図 5  世帯の効用関数の階層的構造 

 
世帯の行動は、以下のような所得制約条件下での効用最大化問題として定式化する。 
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ただし、 

i
U  ： 地域iの効用関数 

m

i
d  ： 地域i財 m の消費水準 

m

i
p  ： 地域i財 m の消費者価格（C.I.F.PRICE） 

mβ  ： 財 m の消費の分配パラメータ （ 1= ∈Mm

mβ ） 

il ： 地域iの一人当たり労働投入量（ iMm

m

ii NLl ／ ∈
= ） 

K  ： 世帯全体における総資本保有量（  ∈ ∈
=

Ii Mm

m

i
KK ） 

T ： 世帯全体における総人口（  ∈
=

Ii i
NT ） 

 

式（6）の効用最適化問題をラグランジュ未定乗数法により解くと、消費財の需要関数を求めることがで
きる。 
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④ 地域間交易モデル 

Harker モデルに基づいて、各地域の需要者は消費者価格（C.I.F.PRICE）が最小となるような生産地の組

み合わせを購入先として選択する。地域 j に住む需要者が生産地iを購入先として選択し、その誤差項がガ

ンベル分布に従うと仮定すると、その選択確率は以下のようなロジット型の交易モデルで表現できる。なお、
本モデルでは、最終需要量と中間投入需要量を分類し、各財の消費先選択確率を明示したモデルを想定する
ため、消費先選択確率を最終消費財と中間投入財の 2 パターンで定義する。ただし、実証分析においては、

最終消費財と中間投入財の流動を分別することができないため、 m

ij

m

ij
IsFs = とする。 
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ただし、 

m

ij
Fs  ： 地域 j の需要者が地域iから最終消費財 m を購入する選択確率 

m

i
FY  ： 地域 i財 m の最終需要量を満たす生産量

 

m

ij
Is  ： 地域 j の需要者が地域iから中間投入財 m を購入する選択確率

 

m

i
IY  ： 地域 i財 m の中間投入需要量を満たす生産量

 

ij
t  ： 地域iから地域 j への所要時間（交通抵抗） 

m

o
λ  ： ロジットモデル内のパラメータ 

m

o
ψ  ： 価格に占める輸送比率 

 

消費者価格（C.I.F.PRICE）は、生産者価格（F.O.B.PRICE）に交通抵抗を考慮することで、（10）式のよ
うに表わすことができる。 
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⑤ 市場均衡条件 

本モデルでは、以下の市場均衡条件が整理する。 
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○ 供給 
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○ 本源的生産要素 
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○ 生産者価格体系 
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ただし、 
m

ij
Fz  ： 財 mの地域 iから地域 jの最終需要流動量 

m

ij
Iz  ： 財 mの地域 iから地域 jの中間投入需要流動量 

m

j
IX  ： 地域 j財 mの中間投入需要量 

n

j
q  ： 地域 j財 n の生産者価格（F.O.B.PRICE） 
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(３)  SCGE（空間的応用一般均衡）モデルの前提条件 

 
① 対象範囲とゾーニング 

SCGE モデルの分析対象範囲については、明確な設定基準はないが、社会資本整備による影響が及ぶ範囲、
即ち、現況での経済的取引が多いエリアを網羅的に設定することが望ましいと考えられる。本検討で対象と
する首都直下型地震や南海トラフ巨大地震による被害は全国に波及すると考えられることから、全国 47 都
道府県を対象とする。また、ゾーニングは、全国幹線旅客純流動調査で設定されている 207 生活圏とする。 

 
図 6  対象範囲とゾーニング3) 

                                                       
3) 国土交通省：第 5 回（2010 年）全国幹線旅客準流動調査, 2010.

（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/soukou/sogoseisaku_soukou_fr_000016.html） 



14 
 

② 産業分類 

本検討では、県⺠経済計算の産業分類を基本に以下の 16 分類でデータの整備を行った。 
 

表 1 産業分類 
No. 産業名 

1 農林水産業 
2 鉱業 

3 飲食料品 

4 繊維製品 

5 パルプ・紙・木製品 

6 化学製品 

7 石油・石炭製品 

8 窯業・土石製品 

9 鉄鋼・非鉄金属・金属製品 

10 一般機械 

11 電気機械・情報・通信機器 

12 輸送機械 

13 その他の製造工業製品 

14 建設 

15 電力・ガス・水道 

16 サービス 
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③ 経済データ 

これまで設定した前提条件を基に、SCGE モデルにインプットする経済データを作成する。SCGE モデル
で通常使用される経済データは、地域間産業連関表であるが、207 生活圏レベルでの産業連関表は政府統計
として整備はされていない。そこで、本検討で用いる経済データは、生活圏別の付加価値額データを基に産
業連関表を推計し、基準均衡データとする。産業分類別に、下表で示す算出方法に基づき産業活動関連デー
タ（ゾーン別経済指標）の整理を行う。付加価値額データについては、都道府県⺠経済計算から工業統計デ
ータ等を用いて案分し、整備を行う。 

 
表 2 インプットデータの概説 

産業活動関連データ 算出方法および出典 

付加価値額 ・H17 都道府県⺠経済計算 

人口 ・H17 国勢調査 

労働所得 
・ゾーン別付加価値額×労働シェア 

※労働シェアは H17 産業連関表（都道府県別）より設定する 

資本所得 
・ゾーン別付加価値額×資本シェア 

※資本シェアは H17 産業連関表（都道府県別）より設定する 

中間投入額 ・H17 産業連関表（都道府県別） 中間投入額  

消費のシェア ・H17 産業連関表（都道府県別） 産業別最終需要額／最終需要額計 
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２．ＳＣＧＥによる災害経済被害の推計 
 
 
(１)  「２０年経済被害」の推計の基本的な考え方 

 
地震・津波等によって、生産施設等が破壊され、交通インフラが破壊されることを通して、経済活動が低

迷することによって生ずる経済被害を推計した。南海トラフ地震による国内総生産（ＧＤＰ）に対する影響
が、阪神・淡路大震災の時（下記（１）①参照）と同様に 20 年間継続すると想定しつつ、南海トラフ地震が
生じた場合、生じなかった場合に比べて国内総生産（ＧＤＰ）がどの程度毀損するかを推計し、その差分を
20 年間累計することで測定し、それを「20 年経済被害」と呼称することとした。すなわち、下記の式の考え
方に基づいて、20 年経済被害を推計した。 

 

DTA ＝f (GDP(Before) 、  GDP(Damage)、 GDP(After)、 TD、 TA)  
＝Σn (GDP(Before) ― GDP(Damage_n))×TDn＋（GDP(Before) ―GDP(After)）×（TA―ＴＤ１−ＴＤ２） 

 
DTA：２０年経済被害 
TA：評価対象期間 
TD１：復興期間１の期間⻑（ﾈｯﾄﾜｰｸと被災地の資産が毀損。交通サービスレベルの設定方法は下

記（３）⑤、⑥、資産は下記（１）②を参照。なお、この時の GDP は GDP(Damage_1) と表
記） 

TD2：復興期間２の期間⻑（ﾈｯﾄﾜｰｸは復旧しているが、経済活動は毀損。そのＧＤＰの水準
（GDP(Damage_2)）は、下記（１）①に示した GDP(Damage_1)と阪神・淡路大震災のＧＤＰ推移
に基づいて設定） 

GDP(Before) ：災害「前」のＧＤＰ水準 ←現状データに基づいて SCGE で推計 
GDP(Damage_1)：災害「後・復興前」のＧＤＰ水準  ←被災状況を想定し SCGE で推計 

GDP(After)  ：災害「復興後」のＧＤＰ水準  ←GDP(Damage_1)と阪神・淡路大震災のＧＤＰ推移
に基づいて設定 

 
図 7 「20 年経済被害」の概念図 

  

DTA 

TD１ 
TA 

GDP(Before) 

GDP(After) 

GDP(Damage) 
TD２ 
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① 阪神・淡路大震災による GDP 毀損率 

阪神・淡路大震災後の地域総生産（実質）から、復興事業費及びその乗数効果を考慮し、震災後の地域総
生産（1994 暦年比）の全国値との差を整理した。その結果、被災地の地域総生産の回復状況を踏まえ、L2
地震の評価対象期間（TA）を 20 年とした（図 8 参照）。また、高速道路網が被災後 622 日で回復したこと
を踏まえ、復興期間１（TD１）を震災直後〜２年後、復興期間２（TD2）を２〜10 年後とした。 

さらに、激甚被災地及びその周辺の GDP(Damage)、GDP(After)の毀損率は、地域総生産の推移を踏ま
え、以下のように設定した（図 8 参照）。 

 
表 3 阪神・淡路大震災による GDP 毀損率 

 激甚被災地 激甚被災地周辺 
GDP(Damage) 復興期間１（直後〜2 年後） -40% -25% 

復興期間２（2〜10 年後） -20% -15% 
GDP(After)（10〜20 年後） -6.2% -5.5% 

備考 被災地の値より設定 兵庫県の値より設定 
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図 8 阪神・淡路大震災による GDP 毀損率の導出過程 
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② 阪神・淡路大震災による、資産（Ｍ）毀損率 

ＳＣＧＥモデルは、ゾーン間の所要時間データに加えて、各ゾーンの資産量（以下、M）のデータを用い
て、ＧＤＰを推計する。この資産量が、地震発生時に毀損するが、その毀損量を、阪神・淡路大震災時の実
績データに基づいて推計する。 

まず、阪神・淡路大震災の被災エリアにおけるＭの毀損率が 0%、-10%、-20%、-30%の時の GDP 毀損
率を算定すると、図 9 の様になった。一方、実績値として阪神・淡路大震災時の被災エリアの復興期１（Ｔ
Ｄ１）のＧＤＰは−40％であったことから、図 9 よりこの時の M 毀損率を-26.8%と設定した。 

 

 
図 9 阪神・淡路大震災による毀損（M）毀損率 

 
 

(２)  GDP(Before)の推計方法 

 
・全国およびゾーン毎のＧＤＰを、現状ネットワークにおいて推計. 
・推計ために必要なデータ 

Tij：ゾーン ij 間の所要時間 
・現況の道路網は、平成 27 年（2015 年）を想定。道路網はデジタル道路地図（DRM）の平成 27 年

版を活用し、全国の 207 生活圏間の所要時間を算定。 
・アウトプットは、生活圏間の最短経路探索による所要時間 

Mi：ゾーン i の”資産量”    
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(３)  GDP(Damage)の推計方法 

 
① 基本的な考え方 

・GDP(Before)の推計と同様の方法だが、Tij と Mi を、被災後のものに変える。 

・復興期間１（TD1：直後〜２年後）：一定のリンクが不通 Tij(1)、Mi(1) 
 

② 被災後のＴij の求め方 

(ア)概要 

・下表の道路網を想定し、それぞれの道路状況におけるサービスレベルの分析を実施。 

 
表 4 道路網の想定 

現況 現況（平成 27 年）道路網 
災害時 災害時（南海トラフ地震または首都直下型地震） 

災害時（対策あり） 
災害時（南海トラフ地震または首都直下型地震）に高規
格幹線道路網全線（14,000km）整備時 

 

・巨大地震が生じても、高速道路は復旧が早く、走行不能とならない前提とし、被災生活圏内 1km2 メッ
シュから高速道路 IC までの一般道の強靭性を評価する。 

 
Ｔij＝TDi + TDj +TLij 

       ゾーン ij 間のラインホールの所要時間 

ゾーン jを出るための平均所要時間 

ゾーン iを出るための平均所要時間 

 

 
図 10 生活圏間所要時間の算定イメージ 
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・以下の手順で生活圏間所要時間の算定を行う。 
 

手順 1. 被災想定エリア内における各 1km2 メッシュから高速道路の IC アクセス所要時間および IC
イグレス所要時間（TDim1、 TDim2、 TDj）を算定する。 

手順 2. 乗降 IC 間の高速道路ラインホール所要時間（TLim1j、 TLim2j）を算定する。 
 

ここで変数は以下の意味である。 
 

TDim：被災想定エリア生活圏 i 内の 1km2 メッシュ m から最寄り高速 IC までのアクセス時間 
TLimj：被災想定エリア生活圏 i 内の 1km2 メッシュ m から相手生活圏 j への IC 間ラインホール所要

時間 
TDj：最寄り IC から（被災想定エリアでない）生活圏 j までのイグレス時間 

 

��� + ������������������ =
∑ (���� + ����)�

�
   

 
ここで��� + ������������������は、被災想定エリア生活圏 i 内の 1km2 メッシュ m から（被災想定エリアでない）生
活圏 j までの所要時間を考慮した、生活圏 i-j 間の平均所要時間である。 

 
手順 3. 生活圏間所要時間を算定する。 

 
上式を反映して、生活圏 i-j 間の所要時間は下式で表せる。 

 
��� = ��� + ������������������ + ��   
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(イ)災害時における被害エリアの想定 

・中央防災会議の想定に基づき、南海トラフ地震および首都直下型地震ともに、震度 6 以上のエリアを道
路被害が想定される地域と設定する4)。 

・下表に示す中央防災会議の設定では、震度 6 以上の地域は道路被害が想定されるが、高速道路の通行止
め期間は短いことを前提としているため、本分析では高速道路の寸断は想定せず、直轄国道以下の道路
が寸断される場合の影響を捉えるものとする。 

 
表 5 中央防災会議における 南海トラフ地震における道路の被災想定 

 
中央防災会議の記述 

高
速
道
路 

・震度 6 強以上エリアを通過する東⻄幹線交通（東名高速道路及び新東名高速道
路）は、被災と点検のため、通行止めとなる。中央自動車道は点検の後、通行可能
となる。東名の迂回ルートとして、愛知県付近まで機能を果たすが愛知県内の震度
6 強以上エリアに進入できない。 
・中央自動車道は点検の後、通行可能となる。東名の迂回ルートとして、愛知県付
近まで機能を果たすが愛知県内の震度 6 強以上エリアに進入できない。 
・本州と四国を連絡する道路のうち、震度 6 強以上の揺れが想定される神⼾淡路
鳴門自動車道、瀬⼾中央自動車道が被災と点検のため通行止めとなる。 

直
轄
国
道
等 

・震度 6 弱以上となる東海地方一帯・紀伊半島・四国・瀬⼾内海沿岸・九州南東部
では、概ね 6km につき 1 箇所程度の割合で被害が発生する。 
・中山間部においては、震度 6 強以上となったほとんどの区間で⻲裂や陥没が発
生するほか、橋梁の取り付け部・横断ボックスの境界部などの段差や、車道部のす
べり、トンネルのコンクリート擁壁の剥離等が発生し、多くの箇所で通行不能とな
る。また、土砂崩れや法面崩壊の発生が顕著になる。震度 6 弱エリアにおいても多
くの箇所で⻲裂や陥没等、同様の被災が発生する。 
・震度 6 強以上の揺れを受けた幅員 5.5m 未満の道路の 5 割以上が通行困難とな
る。 
・沿岸部の津波 
浸水深が 1m〜3m のエリアでは、3km につき 1 箇所程度の被害が発生する。津波
により被災した場合、ほぼ全ての浸水整備した道路が通行困難となる。 
・三重県南部、和歌山県南部、徳島県南部、高知県南部、宮崎県北部・南部等、高
規格道路が未整備でアクセスが限定される地域があり、当該地域が揺れ・津波によ
り大きな被害を受けた際には迅速な災害応急対策が困難となる。 

  

                                                       
4) 中央防災会議・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ：南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）,

平成 25 年 3 月 18 日, 2013. （http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/nankaitrough_info.html） 
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1. 南海トラフ地震 

中央防災会議資料に基づき、南海トラフ地震における震度 6 以上の生活圏を図示する。 
 

 
図 11  南海トラフ地震における震度 6 以上の生活圏 

 

2. 首都直下型地震 

中央防災会議資料に基づき、首都直下型地震における震度 6 以上の生活圏を図示する。 
 

 
図 12 首都直下型地震における震度 6 以上の生活圏 
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③ 「TLij」の求め方 

・ラインホールの IC ペア間所要時間は、IC 間距離および法定速度から算定する。 
・対策ありケースでは、将来の高速道路整備を想定する。 

 

④ 「TDi」「TDj」の求め方 

・被災地外の場合は、生活圏代表役場から最寄り IC までの最短時間を求める。 
・被災地内の場合は、生活圏内の各 1km2 メッシュから最寄り IC までの最短時間を求める。 
・被災メッシュにおける速度、通行困難確率等の道路条件はリンク単位で設定。 
・被災や強靭化の設定により、各メッシュから最寄り IC へのルート変更を考慮する。 
・被災地内の生活圏の代表アクセス・イグレス時間は、生活圏内全 1km2 メッシュのアクセス・イグレス時

間の平均値とする。 
 

⑤ 「Vi」：被災メッシュの速度の設定 

・被災メッシュにおける速度は、東日本大震災時のプローブデータを用いて算出した平均速度の低下率を適
用。 

・プローブデータの集計対象エリアは，東北地方（⻘森県・岩手県・宮城県・秋田県・山形県・福島県）に
おける，推計震度分布（下図参照）の震度 5 以上の地域（メッシュ）を対象とした。 

 

 
図 13  推計震度分布図5) 

 
 

 

                                                       
5) 気象庁：平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震.（http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/2011_03_11_tohoku/） 
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・集計対象期間は，災害発生前と災害発生後（4 期間）の計 5 期間を対象とした。各期間の集計日時は下表
に整理する通りである。 

 
表 6 集計の対象期間 

区分 集計期間 

震災発生前 2010 年 9 月 1 日（水）  0 時〜2010 年 10 月 1 日（金）24 時【1 ヶ月】 

震災発生後 直後 2011 年 3 月 11 日（金）15 時〜2011 年 3 月 12 日（土）15 時【24 時間】 

 半年後 2011 年 9 月 9 日（金）  0 時〜2011 年 9 月 15 日（木）24 時【1 週間】 

 １年後 2012 年 3 月 9 日（金）  0 時〜2012 年 3 月 15 日（木）24 時【1 週間】 

 １年半後 2012 年 9 月 7 日（金）  0 時〜2012 年 9 月 13 日（木）24 時【1 週間】 
 

・以上の条件による算出結果を下表に示す。 

 

表 7 震災前後における速度変化（単位：km/h）6) 

震度 道路種 震災前 震災後 
：直後 

震災後 
：半年後 

震災後 
：１年後 

震災後 
：１年半後 

震度６ N E X C O 94.0 58.0 83.1 79.9 89.4 
〃 直 轄 国 道 41.1 24.3 39.8 38.8 39.8 
〃 補 助 国 道 44.8 34.7 43.1 41.2 43.3 
〃 都道府県道 37.9 27.2 36.7 35.4 37.1 
〃 市町村道以下 25.4 21.2 26.4 26.0 27.3 

震度７ N E X C O 98.5 56.9 86.7 88.9 94.0 
〃 直 轄 国 道 45.0 37.2 43.8 43.4 43.7 
〃 補 助 国 道 43.8 37.0 39.7 37.9 40.5 
〃 都道府県道 42.3 31.7 41.0 39.7 40.3 
〃 市町村道以下 24.8 20.4 27.7 27.7 28.3 

 

・平均速度は、震度別・道路種別に、直後・半年後・一年後・1 年半後の 4 時点を集計し、日数を反映して
１：２５：２６：５２の比率で加重平均して適用。 

・通行困難箇所（後述）は、徒歩を想定して 4km/h で移動と設定。 
 

⑥ 「道路網の毀損状況」と「考慮する災害」との関係について 

・地震による道路網の毀損状況ついては、震度別・道路種別の通行困難率を適用。 
・震度別・道路種別の通行困難率は東日本大震災時のプローブデータを用いて、震災前にプローブデータが

観測されており、震災後にデータのないリンクを通行困難と判定。メッシュ別・道路種別に延⻑ベースの
通行困難率を算定して震度別に平均。 

                                                       
6) 国土技術政策総合研究所：大規模災害発生時の通行不能区間把握に関する基礎調査業務報告書, 2017. 
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・集計対象エリアおよび集計対象期間は、前述の速度と同様。 
・以上の条件による算出結果を下表に示す。 

 

表 8 震災後における道路種別での通行困難率7) 

震度 道路種 
震災後 
：直後 

震災後 
：半年後 

震災後 
：１年後 

震災後 
：１年半後 

通行困難延⻑ 
（km） 

通行困難率 
（%） 

通行困難延⻑ 
（km） 

通行困難率 
（%） 

通行困難延⻑ 
（km） 

通行困難率 
（%） 

通行困難延⻑ 
（km） 

通行困難率 
（%） 

震度６ N E X C O 1,330 94.0 81 5.7 67 4.7 16 1.1 
〃 直 轄 国 道 413 26.9 18 1.2 12 0.8 12 0.8 
〃 補 助 国 道 572 30.2 249 13.1 203 10.7 115 6.1 
〃 都道府県道 3,376 55.4 1,499 24.6 1,219 20.0 500 8.2 
〃 市町村道以下 5,663 68.9 2,768 33.7 1,897 23.1 793 9.7 

震度７ N E X C O 118 95.3 1 0.9 1 0.5 1 0.5 
〃 直 轄 国 道 3 3.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 
〃 補 助 国 道 46 55.3 14 16.3 10 11.7 5 5.7 
〃 都道府県道 224 62.3 55 15.4 48 13.3 10 2.7 
〃 市町村道以下 389 72.0 172 31.9 108 20.0 45 8.4 

 

・速度と同様に、直後・半年後・一年後・1 年半後の 4 時点を集計し、日数を反映して１：２５：２６：５
２の比率で加重平均して適用した。 

・算出した通行困難率を適用してモンテカルロシミュレーションにより通行困難リンクを設定。 
・強靭化対策後ケースでは、緊急輸送道路の無電柱化による効果をリンク毎に 

「基本通行困難確率」✕「補正係数１」✕「補正係数２」 
で通行困難確率を設定。 

1. 基本通行困難確率（上述） 
東日本大震災時プローブデータの震度別・種別別の通行困難発生率 

2. 補正係数１  対象：市街地のリンク 
 「補正係数１」＝（緊急輸送道路率✕（１−(将来無電柱化率−現状無電柱化率)）＋ 

（１−緊急輸送道路率）） 
3. 補正係数２  対象：橋梁のあるリンク 

 「補正係数２」＝１−(将来橋梁耐震化率−現況橋梁耐震化率) 
・津波（洪水）の被害は、「国土数値情報 津波浸水想定データ」に基づいて「浸水エリア」の道路は使用不

可と考える（不使用期間は、過去の経験に基づいて設定）。津波浸水エリアの面積比率を乗じてＭを低減
させる。対象ハザードは「南海トラフ地震」のＬ２とする。 

 

 

                                                       
7) 国土技術政策総合研究所：大規模災害発生時の通行不能区間把握に関する基礎調査業務報告書, 2017. 
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⑦ 災害時の「Mi」（ゾーン iの”資産量”）の求め方 

・資本量（被災時に毀損するＭ）は、地震による震度 6 以上の地域に対して、阪神・淡路大震災の事例を踏
まえて、26.8%低減（※２．（１）② 参照）すると想定する。 

・さらに、「津波浸水」が想定される地域には、「地域のメッシュ内浸水道路延⻑／地域のメッシュ内の道路
延⻑合計」の値（割合）をＭの毀損率（26.8%）にさらに上乗せする形で設定。 

・なお、「津波堤防」による「浸水域の縮減」の考え方については、２．（５）②を参照。 

・同時に、道路が破断され「外部から隔離された沿線資産」は、生産に貢献できない（サプライチェーンの
寸断）ためゼロとする。前述の通行困難箇所を経由しないと到達できないメッシュの割合を到達困難メッ
シュ率として集計し、到達困難メッシュ率をＭの毀損率（26.8%）にさらに上乗せすることにより設定。 

・「旧耐震」の建築物を全て「新耐震」化することを行えば、Ｍの毀損率が縮小すると想定する。その縮小
率については、２．（５）③を参照。 
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(４)  Ｔij（生活圏間所要時間） の算出結果 

 
① 災害時における道路破断の想定 

大規模災害発生時には、異常把握に時間を要し、また車両通行実績は提供されるが、所要時間については
提供されていない。本業務は、今後 ETC2.0 プローブ情報を活用した大規模災害発生時の通行不能区間等を
考慮した所要時間の提供に向けた検討の基礎資料を得るため、災害時における通行不能区間率（破断率）の
算出を行うものである。 

東日本大震災等の大規模災害について、震災前に車両が通行可能だった区間に対する災害後に車両が通行
不能となった区間の割合（通行不能区間率：破断率）を算出する。 

なお、区間ごとの通行の可否については、プローブデータを用い DRM リンクごとに、プローブデータが
存在する区間については通行可能、プローブデータが存在しない区間については通行不能と判定して算出す
る。また、災害発生直後を含む５期間で判定する。 

通行不能区間率は、震度ランク別にエリアを区分し、道路種別毎（NEXCO・直轄国道・補助国道・都道
府県道・市町村道以下）に対象エリアの延⻑ベースで算出する。 

なお、破断率は、国土交通省国土技術政策総合研究所、大規模災害発生時の通行不能区間把握に関する基
礎調査業務報告書、平成 29 年 10 月に記載される算定方法を活用した。 

具体的には、東日本大震災時のプローブデータを用いて、DRM リンクごとに、プローブデータが存在す
る区間については通行可能、プローブデータが存在しない区間については通行不能と判定して算出した。通
行可能／不能の判定は災害発生直後・半年後・１年後・１年半後の４期間で実施し、直後は 24 時間、その
他の期間は 1 週間の間にプローブデータが存在しなかった場合を通行不能と判定した。この結果を用いて、
道路種別（NEXCO、直轄国道、補助国道、都道府県道、市町村道以下）に通行不能延⻑／全延⻑により期
間別・道路種別の破断率を算出した。この期間別・道路種別の破断率を期間の⻑さによって過重平均するこ
とにより、道路種別の破断率を算出した。この道路種別の破断率を用いて、南海トラフ地震および首都直下
地震が発生時の DRM リンク別の破断状況をモンテカルロシミュレーションにより設定した。具体的には
DRM リンク毎に 1〜0 の乱数を発生させて、乱数が破断率を下回った場合は破断し、上回った場合は破断
しないものとして設定した。 
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② 道路破断の設定 

(ア)南海トラフ地震 

以上の設定を踏まえ、南海トラフ地震の道路破断箇所を下図に図示する。対策なしの破断箇所（赤）が
対策あり（⻘）よりも広範囲に及んでいることが分かる（なお、下記の分析では、２．（５）①ア）に示
した将来道路網図を想定している）。 

 

。 

 
図 14 南海トラフ地震の破断箇所 

 
(イ)首都直下型地震 

以上の設定を踏まえ、首都直下型地震の道路破断箇所を下図に図示する。対策なしの破断箇所（赤）が
対策あり（⻘）よりも広範囲に及んでいることが分かる。 

 
図 15 首都直下型地震の破断箇所   

凡例
寸断リンク

対策なし

対策あり

凡例
寸断リンク

対策なし

対策あり
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③ 破断率 

(ア)南海トラフ地震における生活圏別の破断率 

南海トラフ地震の震度 6 以上の地域で一般道路の破断率を算定した。破断率は、生活圏内の一般道路延
⻑のうち破断される道路延⻑の割合を示した指標である。太平洋沿岸部の被災想定エリアで高い破断率を
示している。 

 
図 16 南海トラフ地震の破断率（災害時） 

 
一般道路の対策により南海トラフ地震の震度 6 以上の地域において、破断率は改善している。 

 
図 17 南海トラフ地震の破断率（災害時（対策あり））  
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(イ)首都直下型地震における生活圏別の破断率 

首都直下型地震の震度 6 以上の地域で一般道路の破断率を算定した。破断率は、生活圏内の一般道路延
⻑のうち破断される道路延⻑の割合を示した指標である。首都圏における被災想定エリアで高い破断率を
示している。 

 
図 18 首都直下型地震の破断率（災害時） 

 
一般道路の対策により首都直下型地震の震度 6 以上の地域において、破断率は改善している。 

 
図 19 首都直下型地震の破断率（災害時（対策あり）） 
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④ 到達不能地域・通行困難率 
南海トラフ地震の被災地域を 1km メッシュに区分し、最寄りの高速道路インターから破断リンクが通行

不能な場合に到達可能か否かを算定した。生活圏別に到達不能地域（メッシュ）の割合（孤立率）を算出し、
生活圏単位で平均したところ、南海トラフ地震の発生後２年間の孤立率は約５割となった。 

これは地震発生後の２年間の平均において、半数の地域に自動車で到達できない事を意味している。地震
発生直後ならまだしも、２年間の平均で到達できないという算定結果は、東日本大震災後の状況と大きな乖
離があり、破断率が高すぎると言わざるを得ない。 

破断率が高すぎる要因を考察すると、本検討における到達可能／不能の判定はプローブデータが存在する
か否かで判定しているが、プローブデータはサンプルデータであるため、プローブデータが存在しなくても
通行可能であったものと考えられる。 

このため、破断と判定されたリンクも全く通行不能ではなく、通行が困難に陥ったものと解釈することと
した。具体的には、破断と判定されたリンクは歩行速度並の徐行であれば通行できたものと考えて時速
4km/h と設定し、メッシュから最寄り IC までの所要時間を算定した。 
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(５)  各強靭化対策の経済被害軽減推計方法、および事業費の推計方法 

 
① 道路の強靱化対策の内容とその計量化方法 

(ア)高規格幹線道路網の整備をする 

・下記の高規格幹線道路網図における「追加ＮＷ」という形で示した区間を整備すると想定。なお、この
整備想定は、現在公表されている国土交通省の「全国路線図」8)をもとに設定した。 

・これにより、被災地と非被災地とのアクセス性を高め、被災後の被災地の道路アクセシビリティを高め、
経済被害の最小化を図ると同時に、被災直後の迅速な救護救援を可能とし、失われる死者数を縮小する。
あわせて、地方活性化を果たし、人口分散化を促して国土利用それ自身を強靱化し、被害軽減を図る。 

 
 

※追加ＮＷ（ネットワーク）として約 3000 キロを想定。結果、現況および追加ＮＷ併せて約 14000 キロとなる。 

図 20 将来道路網の設定 
 
 

  

                                                       
8) 国土交通省：平成 30 年度道路関係予算概要, 2018.（http://www.mlit.go.jp/common/001218546.pdf） 

現況 NW 

追加 NW 
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＜高規格幹線道路整備の事業費＞ 
高規格幹線道路の整備（現時点における未完成区間 3,000km）に要する事業費は、「整備延⻑×km あ

たり単価」によって算出した。 
ここで、事業費の km あたり単価は車線数によって異なることが想定されるため、2 車線区間と 4 車

線区間にわけて設定することとした。平成 27 年度及び平成 28 年度に実施された事後評価事例の中か
ら高規格幹線道路を抽出し、その事業費を整理した（※ここでの事業費は現在価値を用いている）。こ
れをみると、2 車線区間の平均単価は 47.3 億円/km となっている。2 車線区間の個別路線ごとの単価は
43.4〜53.9 億円/km となっており、平均単価との乖離はほとんどみられない。4 車線区間は近畿道名古
屋⻲山線（名⼆環）の 1 事例のみであるが、未完成区間のうち 4 車線区間は大都市圏内に位置する約
80km であり、用地費が相対的に安い地方部は含まれていない。以上を踏まえて、4 車線区間について
は 199.6 億円/km を単価として採用した。 

 

表 9 高規格幹線道路の整備に用いる単価の算定 

Seq 路線名 区間 車線数 延⻑ 
（km) 

事業費 
（億
円） 

単価 
（億円
/km） 

1 日本海沿岸東北道 温海〜鶴岡 2 25.8 1390 53.9 

2 四国横断道 宇和島北 
   〜⻄予宇和 2 16.3 707 43.4 

3 日本海沿岸東北道 荒川〜朝日 2 20.4 917 45.0 

4 近畿道名古屋⻲山線 名古屋南 JCT 
   〜上社 JCT 4 15 2,994 199.6 

5 四国横断道阿南四万十線 須崎新荘〜窪川 2 21.8 971 44.5 

2 車線区間平均 2 - - 47.3 

4 車線区間平均 4 - - 199.6 

※延⻑，事業費は国土交通省の Web サイトで公開されている H27 及び H28 の事後評価結果より引用 
 

上述の単価を用いて、本推計で対象とした高規格幹線道路の未完成区間 3,000km（都市部で整備する
と想定される 4 車線区間を約 80km，残りは 2 車線区間で整備すると想定）の事業費を算出（推計）し
た。事業費の合計は 15.4 兆円であり、その内訳は 4 車線以上の区間が 1.6 兆円，2 車線区間が 13.8 兆
円である。 

 また、将来道路網の追加整備区間の内、南海トラフ地震、および、首都直下地震の想定被災エリア
の延⻑はそれぞれ 750km, 220km であり、その総延⻑から両地震の被災エリアの事業費を求めると、そ
れぞれ 3.9 兆円と 1.1 兆円となる。 
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表 10 将来道路網における高規格幹線道路の整備に要する事業費（推計値） 

対象 車線数 
整備量 単価 事業費 

（ｋｍ） （億円/km） （兆円） 

全国 

４車線以上 80 199.6 1.6 

2 車線  2,920 47.3 13.8 

合計 3,000 － 15.4 

 南海トラフ － － － 3.8 

 首都直下 － － － 1.1 

 
(イ)被災地における道路を「強靱化」する 

（橋梁をＬ２外力があっても破断しないように耐震補強し、沿線の電柱を地中化する） 
・現状、緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率 75 ％（H25）、政府は今、H32 に 81 ％を目指しているが、こ

れが 100％になったと想定する。 
・現状、市街地等の幹線道路の無電柱化率 16 ％（H25）、政府は今、H32 に 20 ％を目指しているが、こ

れが 100％になったと想定する。 
・以上に加えて、被災地における橋梁も、強靱化する。 
・これらを通して、被災地のネットワークを強靱化し、被災後の被災地の道路アクセシビリティを高め、

経済被害の最小化を図る。同時に、被災直後の迅速な救護救援を可能とし、失われる死者数を縮小する。 
 

＜橋梁耐震化の事業費＞ 
橋梁を L2 外力があっても破断しないように耐震補強するために要する事業費は、「耐震化されてい

ない橋梁数×1 橋あたりの単価」によって算出した。 
震化されていない橋梁数は、首都直下・南海トラフそれぞれの被災地における全橋梁数×（1−耐震

化率）によって算定する。本推計で用いた道路ネットワークは、リンク内の橋梁の有無に関する情報を
有しているため、ここでは橋梁有りのリンク数＝橋梁数と見做した。耐震化率については、国土交通省
によって緊急輸送道路の値が公表されている9)。これに拠れば、道路種別別の耐震化率は国管理で 81％，
都道府県管理と政令市管理で 78％，市町村管理で 65％となっている。緊急輸送道路に占める市町村管
理道路の割合は低いと考えられることから、本推計では耐震化率を 80％と仮定した。この耐震化率は
緊急輸送道路を対象としたものであり、緊急輸送道路以外の一般道路についての値は公表された数値が
存在しない。本推計は生活圏を基本単位としており、ネットワークも生活圏間の移動に用いられる都道
府県・政令市管轄以上の道路を主たる対象として構成している。従って、緊急輸送道路以外の一般道路
についても耐震化率は緊急輸送道路と同等であると考え、80％と仮定した。以上の考え方に基づいて算

                                                       
9) 国土交通省：緊急輸送道路上の橋梁の耐震補強進捗率, 2017.（http://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/img/r3_1.pdf） 
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出した耐震化されていない橋梁数を表 12 に示す。 
 

表 11 緊急輸送道路の耐震化率（平成 29 年 3 月末時点） 

 

 

表 12 耐震化されていない橋梁数 
項目 首都直下 南海トラフ 重複分 

A：橋梁数（＝橋梁フラグのあるリンク数） 150,175 468,510 4,825 
B：耐震化率 0.80 0.80 0.80 
C：耐震化されていない橋梁数（=A×(1-B)) 30,035 93,702 965 
 うち、緊急輸送道路の橋梁数 7,101 24,731 228 
 うち、緊急輸送道路以外の橋梁数 22,934 68,971 737 

 

橋梁の耐震化に要する事業費は当然ながら橋⻑によって異なると考えられる。しかしながら、前述の
とおり、本推計で用いた道路ネットワークは、リンク内の橋梁の有無に関する情報は有しているが、橋
⻑に関する情報は含まれていない。以上を踏まえて、単価は 1 橋あたりの耐震化に要する事業費として
設定することとした。具体的には、表 13 に示す社会資本総合整備計画の事前評価書において橋梁ごと
の耐震化事業費が公表されている愛知県の資料10)をもとに単価を設定した。緊急輸送道路については、
大河川を跨ぐ橋⻑の⻑い橋梁から中小河川を跨ぐ橋⻑の短い橋梁まで全てが含まれると考えて表-5 に
示す全橋梁の平均値を，緊急輸送道路以外に関しては中小河川を跨ぐ橋⻑の短い橋梁が主となると想定
して表 13 に示す橋⻑ 50m 未満の橋梁の平均値を単価とした（表 14 参照）。  

                                                       
10) 愛知県：社会資本総合整備計画について, 2018.（http://www.pref.aichi.jp/soshiki/douroiji/0000083252.html） 
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表 13 耐震化事業の単価算出に用いた橋梁及び事業費一覧 

 

 

表 14 耐震化事業の単価 

道路区分 A：橋数 
B：総事業費 

（億円） 
C：単価(B/A) 
（百万円/橋） 

備考 

緊急輸送道路 43 149.5 348 全橋梁の平均値 
それ以外の道路 7 7.5 107 橋⻑ 50m 未満の平均値 

 

  

道路種別 路線名 延長(m) 橋長ランク 市町村名
事業費
（億円）

（主） 春日井長久手線・下志段味橋 202 200m以上 春日井市・名古屋市 10.0

（一） 大垣江南線・尾濃大橋 768 200m以上 一宮市・岐阜県 20.0

（主） 春日井稲沢線・稲沢跨線橋 336 200m以上 稲沢市 7.0

（主） 大垣一宮線・濃尾跨線橋 259 200m以上 一宮市・岐阜県 6.0

（主） 名古屋碧南線・石ヶ瀬跨線橋 96 50m以上100m未満 大府市 0.8

（主） 名古屋岡崎線・日名橋 381 200m以上 岡崎市 11.4

（主） 岡崎碧南線・棚尾橋 442 200m以上 碧南市・西尾市 3.0

（国） 301号・新城橋 170 100m以上200m未満 新城市 0.4

（一） 能登瀬新城線・湯谷大橋 89 50m以上100m未満 新城市 0.2

（国） 155号・萩原跨線橋 192 100m以上200m未満 一宮市 3.0

（一） 犬山自然公園線・善師野高架橋 268 200m以上 犬山市 3.0

（一） 犬山自然公園線・今井高架橋 246 200m以上 犬山市 3.0

（一） 犬山自然公園線・奥雑木洞橋 100 100m以上200m未満 犬山市 2.4

（主） 蟹江飛島線・新日光川橋(上り線) 228 200m以上 蟹江町 16.2

（主） 西尾知多線・長浦跨線橋 55 50m以上100m未満 知多市 1.4

（一） 富好新田宮崎鳥羽線・新宮崎橋 48 30m以上50m未満 吉良町 1.5

（国） 247号・明石跨道橋 32 30m以上50m未満 碧南市 1.0

（国） 247号・碧跨道橋 32 30m以上50m未満 碧南市 1.0

（一） 西尾新川港線・常盤橋 57 50m以上100m未満 碧南市 1.5

（一） 豊田環状線・山室橋(下り線) 188 100m以上200m未満 豊田市 4.0

（一） 豊田東郷線・潮見橋 54 50m以上100m未満 みよし市 2.5

（一） 豊橋環状線・福岡高架橋 167 100m以上200m未満 豊橋市 1.3

（国） 247号・小坂井跨線橋 854 200m以上 豊川市 3.0

（主） 国府馬場線・追分跨線橋歩道橋 28 20m以上30m未満 豊川市 0.6

（一） 大山豊橋停車場線・城海津跨線橋歩道橋 56 50m以上100m未満 豊橋市 0.8

（主） 蟹江飛島線・新善太川橋(上り線) 53 50m以上100m未満 蟹江町 3.2

（主） 蟹江飛島線・新善太川橋(下り線) 53 50m以上100m未満 蟹江町 3.2

（主） 蟹江飛島線・新宝川橋(上り線) 77 50m以上100m未満 弥富市 7.0

（国） 155号・新日長橋 99 50m以上100m未満 知多市 1.8

（国） 247号・新大田橋(上り線) 115 100m以上200m未満 東海市 2.0

（国） 247号・新大田橋(下り線) 115 100m以上200m未満 東海市 2.0

（国） 247号・千鳥橋（上り） 180 100m以上200m未満 東海市 1.3

（一） 碧南半田常滑線・東雲橋 63 50m以上100m未満 半田市 1.6

（国） 247号・港新川橋 273 200m以上 碧南市 4.4

（国） 23号・渡津橋 290 200m以上 豊橋市 4.2

（国） 23号・前芝大橋 153 100m以上200m未満 小坂井町 4.2

（国） 23号・浜田橋 60 50m以上100m未満 豊橋市 2.1

（国） 23号・永久橋(上り線) 102 100m以上200m未満 豊川市 1.0

（国） 23号・永久橋(下り線) 102 100m以上200m未満 豊川市 1.0

（国） 23号・堺橋 19 15m以上20m未満 豊川市 1.0

（国） 259号・立川橋 21 20m以上30m未満 田原市 1.2

（国） 259号・汐川橋 48 30m以上50m未満 田原市 1.2

（主） 豊橋渥美線・紙田川橋(下り) 150 100m以上200m未満 豊橋市 2.2



38 
 

以上より、橋梁の耐震化に要する事業は、首都直下の場合で 4.93 兆円，南海トラフの場合で 15.99 兆
円と算定された（表 15 参照）。 

 

表 15 橋梁耐震化に要する事業費 

対象 車線数 整備量 
（橋） 

単価 
（百万円/橋） 

事業費 
（兆円） 

首都直下 

緊急輸送道路 7,101 348 2.47 

それ以外の道路 22,934 107 2.45 

合計 30,035 - 4.93 

南海トラフ 

緊急輸送道路 24,731 348 8.61 

それ以外の道路 68,971 107 7.38 

合計 93,702 - 15.99 

（重複分） 

緊急輸送道路 228 348 0.08 

それ以外の道路 737 107 0.08 

合計 965 - 0.16 

 

以上に求めた事業費に基づくと、道路対策の総事業費は下表のようになる。 

 

表 16 道路に関する層事業費 

  
事業費（兆円） 

首都直下 

事業費（兆円） 

南海トラフ 

事業費（兆

円） 

うち重複 

事業費（兆円） 

計 

全国の高規格道路の整備費用 15.6 15.6 15.6  15.6 

被災エリアの高規格道路の整備費用 1.1 3.8 0.04 4.9 

橋梁強靭化 4.9 16.0 0.2  20.8 

総事業費（全国整備の場合） 20.5 31.5 15.7  36.3 

総事業費（被災エリアのみ整備した場合） 6.0 19.8 0.2  25.6 
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② 海岸堤防対策の内容とその計量化方法 

 
○レジリエンスランク A・海岸堤防対策 

・南海トラフ巨大地震で想定されている地域及び三大湾において、海岸堤防等の L1 高潮・津波対応の嵩
上げ、L1 耐震化を行う。 

・この取り組みにより、浸水域が 76％にまで縮減できる、すなわち、縮減率が 24％となる、という結果
が示されている11)（整備前後でＬ２津波の浸水面積が 3,300ha から 2,500ha に減少しているため、2,500
／3,300＝0.758≒76%）。ついては、この縮減率で、浸水域が縮小すると想定し、ＳＣＧＥモデルにお
ける各エリアの資産量の津波による毀損量を縮減させて、計算を行うこととした。同様に、津波による
死者数も、この縮減率に比例して縮小すると想定し、推計した。 

 
○レジリエンスランクＳ・海岸堤防対策 

・南海トラフ巨大地震で想定されている地域及び三大湾において、上記の対策に加えて海岸堤防等の粘り
強い化、L2 耐震化を行う。 

・全国自治体にて、この対策を行った場合の、浸水域の縮減率が推計されている。その結果を、下記表に
とりまとめる。この表に示した各自治体での整備後の浸水面積の推計値平均が、「48％」になる結果と
なった（すなわち、浸水面積縮減率が 52％）。ついては、この縮減率で、浸水域が縮小すると想定し、
ＳＣＧＥモデルにおける各エリアの資産量の津波による毀損量を縮減させて、計算を行うこととした。
同様に、津波による死者数も、この縮減率に比例して縮小すると想定し、推計した。 

 

表 17 浸水面積減少率 

 
 
 

                                                       
11) 高知県国土交通省四国地方整備局：高知港における地震・津波防護対策の最終とりまとめ, 2016.

（http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/175001/2016062400137.html） 
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③ 建築物対策の内容とその計量化方法 

現存する「旧耐震規準」で作られた全ての建築物（住宅・非住宅）を、「新耐震基準」に変える。 
・現状、「住宅」の耐震化の進捗状況は 82％（H25）、政府は今、H32 に 95％を目指している（図表１）

が、これが 100％になったと想定する。 
・現状、「非住宅」の耐震化の進捗状況は 85％（H25）、政府は今、H32 に 95％を目指している（図表

２）が、これが 100％になったと想定する。 

 
図 21 「住宅」の耐震化率12)   

 

                                                       
12 国交省：建設行政に係る最近の動向, 2017.（http://www.mlit.go.jp/common/001205303.pdf） 



41 
 

 
    図 22 「非住宅」の耐震化率 12)  

 

 

 

「住宅」「非住宅」を、強靭化対策によって、耐震化率を 100％にすると、M の被害がどれぐらい減少す
るかを図 23 の被害率を用いて推計。 

 
＜住宅＞ 

耐震化率 「82％」のとき 
（被害を受ける建物の確率）＝(100−82)％×75.5％+82％×31.1％＝39.1％ 
耐震化率 「100％」のとき 
（被害を受ける建物の確率）＝(100−100)％×75.5％+100％×31.1％＝31.1％ 

つまり、耐震化によって、「住宅」の建物崩壊による被害が 
100％−31.1％÷39.1％＝「20.5%」減少する。 

    ＜非住宅＞ 
    耐震化率 「85％」のとき 

（被害を受ける建物の確率）＝(100−85)％×54.0％+85％×23.6％＝28.2％ 
耐震化率 「100％」のとき 
（被害を受ける建物の確率）＝(100−100)％×54.0％+100％×23.6％＝23.6％ 

     つまり、耐震化によって、「非住宅」の建物崩壊による被害が 
100％−23.6％÷28.2％＝「16.3%」減少する。 

 
よって「住宅」「非住宅」の建物崩壊による被害（工事受注高（億円）により重みづけ）は 

20.5％×55657÷(55657+100891)+16.3%×100891÷(55657+100891) 
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＝「17.79%」減少する。 
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図 23 「住宅」・「非住宅」の地震による被害率13) 

                                                       
13) 建築震災調査委員会：平成 7 年阪神・淡路大震災建築震災調査委員会中間報告, 1995.（http://www.lib.kobe-

u.ac.jp/directory/eqb/book/11-43/index.html） 



44 
 

全ての建築物を新耐震基準に変えることで、建物倒壊による資産毀損を 17.79％軽減し、同時に、建物倒
壊による死者数を 17.79％縮小する。 

 

＜参考情報：耐震化の事業費＞ 

・建築物の耐震化は基本的には⺠間投資であるが、その投資額は、以下の様に推計される。すなわち、
耐震化 100％のための投資額（耐震性なしの建物をすべて耐震化工事するための投資額）は、住宅、
非住宅のそれぞれで次のように推計される。 

 
「住宅」 

900 万⼾（図 21）×200 万円/⼾14)＝18 兆円 
「非住宅」 

6 万棟（図 22）×2444 万円/棟15)＝1.47 兆円 
 

18 兆円+1.47 兆円＝「19.47 兆円」 
 

  

                                                       
14) 国土交通省：住宅・建築物の耐震化の促進, 2011.（http://www.mlit.go.jp/common/000206274.pdf） 

15) 国土交通省：建築物リフォーム・リニューアル調査報告, 2016.（http://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000694.html） 
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(６)  GDP(After)の推計方法 

 
阪神・淡路大震災の災害時のデータより、回復率を推定し、下式により算出する。 

GDP i (After)＝GDP i (Before×（１００％−６．２％） 
※６．２％→阪神・淡路大震災データより特定（２．（１）①参照） 

 
＜以上の前提に基づく推計結果＞ 

表 18 首都直下地震における強靱化対策の経済効果推計 

 
 

表 19 南海トラフ地震における強靱化対策の経済効果推計 

 
 

 

経済被害
の縮小

(経済効果)

（総被害額）
（被害

減少率）

税収縮小
回避(増
税収)効

果

ＧＤＰ
推計値

（被害額）

震災がない場合 ― ― ― ― 522兆円 ―

震災が起こった場合
　　　　　（対策無し）

― （678兆円） ― ― 434兆円 （89兆円）

道路対策 48兆円 （631兆円） （7.0%） ＋5兆円 440兆円 （82兆円）

道路
　＆建物耐震対策

218兆円 （461兆円） （32.1%） ＋23兆円 462兆円 （60兆円）

20年経済効果 直近2年間・経済状況
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３．死者数の推計 
 
「死者数」は、内閣府試算16)、17）をベースに、推計する。 
「各強靭化対策」の死者数縮減効果は、下記の様に推計。 
 
(１)  「道路強靭化」による死者数の縮減 

 
■基本的認識 

阪神・淡路大震災などの地震のケースをベースに、「救援が遅いことで無くなった死者数」の推計値を求
め、その数値が、道路強靭化によって迅速に復旧できることで、どれだけ縮小するか、を推計。 

■推計方法とその結果 
（強靱化により減少する死亡人数）＝ 

x×2192（阪神・淡路大震災における被災後 5 日間における救出されたが死亡していた人数（図
24 の⻩⾊部分の合計））÷6432（阪神・淡路大震災における総死亡数）×y 

ｘ：津波被害を除いた死亡人数 
ｙ：「対策なし」から「対策あり」の孤立メッシュ数減少率 

 
図 24 阪神・淡路大震災の生存率18) 

                                                       
16) 中央防災会議：南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）, 2012.

（http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku/pdf/20120829_higai.pdf） 

17) 中央防災会議：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）, 2013.

（http://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg/pdf/syuto_wg_siryo01.pdf） 

18) 国土交通省：阪神・淡路大震災の経験に学ぶ, 2002.（http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/daishinsai/index.html） 
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■南海トラフ大地震 

x=93000  
y=0.2446 （24749→18695） 

（強靱化により減少する死亡人数）＝93000×2192÷6432×0.2446＝7752(人) 
 
■首都直下大地震 

x=23000  
y=0.3132 （763→524） 

（強靱化により減少する死亡人数）＝23000×2192÷6432×0.3132＝2455(人) 
 

(２)  「津波堤防整備」による死者数縮減 

津波による死者数が、「堤防整備による、津波浸水域の減少率」（２．（５）②参照）に応じて縮小すると想
定。 

 
(３)  「建築物強靭化」による死者数縮減 

「建物倒壊」による死者数が、「建築物強靭化による、資産毀損量の縮減率」（２．（５）③参照）に応じて
縮小すると想定。 

 
(４)  推計結果 

表 20 首都直下地震における強靱化対策の経済効果推計 

 
 

表 21 南海トラフ地震における強靱化対策の経済効果推計 

 
 

 
 


